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まえがき

高齢化社会の諸問題に対して社会学の果たすべ

き役割は、現代社会のもたらす包括的な現状認識

の一つとしての高齢化社会論がある。

本研究は、我が国の中小企業に働く高齢者を中

心とした労働（雇用）問題の再検討にある。この

ことは、高齢者活用の必要性が叫ばれ、それが企

業や政府の労働政策の中核になリつつあることに

よっても明らかである。また、現に、企業のなか

でも人材活用ということは喧伝されて久しい。こ

のように、高齢化に直面する現実問題として、こ

の高齢者の労働問題は重要であって、ここでは、

それを社会学的視点から捉えようとするものであ

る。

そして、この高齢者の労働問題を、更に、現実

の労働システムのなかにどのような形であるいは

方法で組み入れることができるかが大きな課題で

ある。本研究はこの点を再検討としてめざしたも

のであるが、我が国の実態に即した調査研究を通

して、これまで社会的常識とされてきたことを含

めて検討をするという形で論を進めたい。

第１章 高齢化社会と労働問題に関する
論点

１ 人口高齢化と高齢化研究

人口高齢化は、高齢人口の全人口に占める割合

が増大することを言うが、我が国の人口が現在、

急速に高齢化しつつあることは周知のとおりであ

る。この人口高齢化は、それが我が国の経済社会

全般にわたって広範な問題を引き起こすと予想さ

れるところから議論がなされていることもまた事

実である。その意昧で高齢化は大きな問題である

が、本章では高齢人口の動向や構造上の特質を検

討しながら、高齢者の労働問題を検討することを

その目的としている。この高齢人口の動向の検討

については、上に述べたように人口のなかにおけ

る高齢人口の純対的あるいは相対的な大きさとそ

の変化として捉える１）ことができるから、ここで

は当然のことながら人口高齢化の視点からの分析

が重要となる。

次に、高齢人口それ自身の構造的特徴を簡潔に

みていくことにする。最初に、使用する用語とそ

の定義について述べておく。老化あるいは加齢

は、通常、個人あるいは個体に関するものであり、
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人口高齢化と区別される。又、高齢化社会という

用語は、高齢化の進んだ社会という意味で使用す

る。そこで高齢人口の定義としては、一定の暦年

齢以上の人口を一律にその高齢人口として定義す

ることは肉体的条件や社会的活動に大きな差異が

あることを考えると妥当性の高い方法とは言えな

いが、ここでは、一応、５５歳以上人口あるいは６５

歳以上の人口で、心身ともに健康で、働く意思の

ある人々を想定する。

人口学的立場から人口高齢化の現象が科学的研

究の対象となり、高齢化の研究が進められるよう

になったのは、１９５０年代の欧米において老年学の

発達とほぼ軌を一にしているとみてよい。我が国

においては、１９５５年のはじめの頃から人口構造の

変化を高齢化の視点から分析する研究が現われる

ようになる。その後、１９６５年代にかけて老年学（社

会老年学）、社会学、心理学などからする高齢者

研究がみられた。そして、１９７５年代に入ると我が

国人口の高齢化がさらに進み、このような人口高

齢化の動きを我が国人口の歴史的推移のなかであ

とづけ、高齢化が与える経済的・社会的インパク

ト２）が解明されるようになってきた。また、この

時期に我が国政府関係機関による高齢化社会にお

ける諸問題に関する調査や研究が行なわれるよう

になり、これらは主として広く高齢化問題の解明

を指向したものとして定着した。

２ 人口高齢化の要因と高学歴化

人口高齢化は人口の年齢構造上の変化を意昧す

るから、年齢構造の人口学的決定因である出生、

死亡、移動の三つによって直接的に規定される。

そして、これら三つの要因の人口高齢化に与える

効果は一様でなく、複雑にからみ合って作用す

る３）。

従来の研究では、人口高齢化に与える効果は死

亡よりも出生において顕著であることが明らかに

なっている。岡崎陽一４）の安定人口の年齢構造係

数を試算した研究では、安定人口の構造において

６５歳以上の割合が高くなるのは、いずれも低出生

という条件を含んでいる場合を指している。すな

わち、我が国の人口に高齢化をもたらしつつある

要因は、第２次世界大戦後に経験した出生率の急

激な低下であるとみてよい。そして、死亡率水準

の指標として平均寿命の近年の伸長は、高齢人口

の生残率を高め、高齢化に拍車をかけているので

ある。

近年、この平均寿命の問題について、医学・医

療の立場から、さまざまな社会指標との相関関係

を調べた古川俊之は、社会の富と情報量がより大

きな意味をもち、医療機能（医師数、病床数など）

は粗死亡率、乳児死亡率などと関係が深い５）とい

う結果を示し、長生きの実現の姿を克明に説明し

ている。

また、高齢化と主体機能の老化が産業活動の場

合、古川が指摘するその根底としての寿命のワイ

ブル分布６）によれば、磨耗故障の段階は高齢化状

態と対応しており、従って、若い時と同じ産業活

動はできないという。一方、社会（組織）の側か

らみれば、個々人の低下した機能の充足はいかに

して計るかということとなり、それが労働対策と

なる。即ち、技量維持、訓練、職場配置等の問題

であり、今後どのようにしてこの磨耗故障を修復

していくかということにある。

人口高齢化と労働力の問題は、若年労働力人口

の供給が減少することおよび労働力人ロの年齢構

造が高齢化することを一義的に示唆している。さ

らに、義務教育課程終了後における当該人口の高

等教育課程への進学率の高揚は、労働力人口とし

ての参入年齢を引き上げると同時に、労働力人口

の年齢構造を高めるのに貢献している。１５歳から

１９歳までの労働力率と進学率の関係を我が国の進

学率の高まってきた１９６５年から今日までを瞥見す

ると、高等教育期間への進学率と代替競合関係に

ある。また、同一年齢層については、女性の進学

率についても同様なことが指摘できる。このよう

に労働力の高学歴化問題は、高齢化の問題と同様

に重要な検討課題である。

３ 高齢労働力と生産性

高齢労働力と生産性の問題は、仕事や作業の達

成に対する加齢の影響については、伝統的には心

理学的分野での研究が中心となっていた。肉体

的、生理的側面からみた人間の労働能力の現実的

発揮度というタームで生産性を考えるならば、高

齢化に伴う肉体的、生物的な絶対的衰えは、たし

かに否定できない。だが、労働科学が問題にする
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生産性は、そうした絶対的な規準における生物と

しての個体の生産性ではなく、企業、工場あるい

は作業場などの集合体単位全体の生産性であり、

そこからまた、逆に労働者１人当たりの生産性が

概念されるのが普通である。１９７４年、米国のブロ

ムリー７）は労働力の高齢化がある程度生産性を低

下させるが、作業全体の稼働水準の枠内ではそう

でないとの指摘がなされた。このことは高齢労働

力の生産性を考える上で重要な問題提起となり、

人口高齢化が顕現化されつつある我が国におい

て、高齢労働力は低生産性なるがゆえに、定年後

の再就職の道を閉ざされている場合が多いのであ

る。そして、１９７８年には、機械振興協会の経済研

究所は「機械工業における年齢と職務に関する調

査研究」において、加齢による心身機能の低下が

生産業務にそれほど致命的なものでないことを実

態調査研究によって裏づけた。

４ 高齢社会の社会学的論点

古川俊之によると、現在、生産人ロ７人が高齢

者１人を支えている。これが２０２５年には３人に l

人というきびしい予測がなされているが、これは

ウソであり、こどもの人口が勘定に入っていない

と言う。そして計算し直すと、２０２５年には、働き

手の扶養負担率は現在の７．７％ふえるだけ８）と

し、労働力が不足するという見方は当たらないと

指摘する。

総人口と就労人口の比率でも、もし今の年齢階

級別の就労人口比率が続くと仮定して２０２５年の状

態を推定すると現在と変わらないとし、生産の形

態は戦後一変し、年齢階級別就労率そのものも様

変りしている。そして、以上の事実は、我が国の

社会はおよそ全人口の半分弱が働いて、全員が食

えるという図式になっていると想像される。従っ

て、高齢化社会になって労働力不足や、そのため

の国民所得の低下も起こるはずはないと説明す

る。このようにみると、高齢化社会を捉える場合、

人口高齢化と社会構造の変化との関連で論じるこ

との重要性を指摘しているのである。

それでは、以上のような関連から高齢化社会と

いう現代社会の様相を社会学的に捉えようとする

時、どのような問題や論点が考えられるか。以下

にその点についてみていこう。近年、高齢化社会

の社会的負担の問題や公的年金の負担の平等化の

問題、更に、社会的差別の問題等が広く論議され

ている。例えば、エージズム（ageism）といわれ

る年齢差別やジェンダー（gender）論で展開され

ている性差別の問題９）などはその論点を形成して

いる。また、今日話題となっている消費税の問題

や公的年金・国民健康保険・公的介護保険などを

めぐって論じられるときには、これらの諸問題は

政治経済学的な論点であり、これに対して、死生

観や人間観そして社会関係やコミュニケーション

などが問われるときは、文化社会学的な論点で、

例えば、高齢者の老後の問題として、現代社会の

抱える大きな課題であるとしている。そして、高

齢者の消費行勤については社会の活性化問題につ

ながる論点として課題が提起されている。

このように、これらの論点を社会変動の一つの

様相としてみると、マクロ的には社会変動の基礎

的要件として、それを産業化に重点を置いて考え

るのか、それとも福祉社会化に重点を置いて考え

るのかといった論点であろう。

次に、社会老年学の言う離脱理論１０）の論点は、

離脱は高齢者にとって幸せであり、社会にとって

も新陳代謝を行なえるという意昧として、一方、

その対論である活動理論は、高齢者は新たな何が

しかの活動、たとえばレクリエーション活動等を

し続けることが幸せなどであり、社会もそれに

よって活性化するという論点である。また今日、

高齢化社会の中で、高齢者にとっての家族とは何

かという論点が、これまで以上に大きな関心が寄

せられている。そして、同時に、高齢者をめぐる

社会的支援の問題は、高齢者に対するサービスの

問題をも含めて地域福祉か施設福祉かといった論

点ともからんでくる。こうした論点の解明には、

実態に即した調査研究が求められているといって

よいだろう。

５ 労働力の変化と高齢者の就労問題

経済の基礎である労働力が、人口の高齢化が進

む社会においてどのような規模、形態になるか、

またどの程度の増加率で増加するかはきわめて重

要な問題１１）である。この点を近年の国勢調査の結

果によって労働力率の変化を男女年齢別にみる

と、概していえば、男女とも１５歳から１９歳までの
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労働力率低下は急激であり、このことはすでに上

で述べたように進学率の上昇がその原因となり、

今後、この年齢層の労働力率が上昇する見込みは

ないといってよい。その他の年齢層の労働力率で

は、男子の２０歳から２４歳と男女の６０歳以上の高齢

層の労働力率はやや低下している。反対に、労働

力率が上昇したのは、女子の２０歳から２４歳の年齢

層であり、これは１９５０年代以降のサービス化、情

報化といった経済構造の変化と「男女雇用機会均

等法」など制度的な変化によってもたらされたも

のといってよい。

労働力人口が今後どのように変化するかについ

ては、労働力人口推計に示されている。これによ

ると、今後労働力人口全体の増加はきわめて小さ

く、減少の可能性があること、反対に、５５歳以上

の高齢労働力が増加することは確実である。労働

力需給の見通しは、その不確定性はきわめて大き

いと考えられるが、少なくとも労働力需給の変化

が一つの重要な与件となることは間違いない。

我が国の高齢者の就労状態を ILOの労働統計年

鑑１２）でみた場合、雇用者の割合が低いことが一つ

の特微である。言いかえれば、高齢者は自営業主、

家族従業者として就業している割合が相対的に大

きい。１９９０年の国勢調査により、産業別に就業者

の状況をみると、高齢者は第一次産業（農林漁業

など）に多く就業している。このことは職業構成

からみてもいえることである。このことに関し

て、これらに就業している産業あるいは職業が次

第に退潮しつつある分野であることから、これか

ら増加が見込まれている高齢者の有力な受け皿と

なる可能性は小さいという事実である。高齢者と

して就労を希望をする人たちにとってどのような

就労の場があるか、あるいは用意されるべきかと

いう問題は、今後の産業・職業構成の変化の見通

しと高齢者たちの現役時代の職業経験がどのよう

なものであるか１３）という両面から考えねばならな

い。これをこれから高齢者になる人たちの職業経

験は、現在の青壮年の職業構成からある程度の見

通しをたてることができよう。

１９８５年から１９９０年までの５年間の就業者総数の

増加でみると、増加をみたのは事務・技術・管理

関係職業の就業者で、反対に大きく減少したの

は、農林漁業関係の就業者であった。このことか

らみて、今後、第一次産業が高齢者の就労の場と

なることの可能性は少なく、これから高齢者とな

る人たちの職業経験、職業能力はホワイトカラー

的、高度技術的なもの１４）であることは確実であ

る。

一方、自営業主、家族従業者は減少し、就業者

の大部分は雇われて俸給・賃金を得ている雇用者

であるという現状では、高齢者の就労は自分の望

むままになりえず、企業の定める規則によって制

限される。近年では、多くの企業では定年年齢は

６０歳であり、雇用延長や再雇用の制度１５）がある。

しかし全員がこれによって雇用されるわけではな

い。高齢者の就労の厳しさは「有効求人倍率」１６）

をみるとその実情がわかる。また、経済状況が悪

くなればより高齢者の就労は厳しくなる。従って

高齢者の就労にはかなりの困難がある。

このような困難な問題を解決するために、政府

は「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」１７）

などを定め、これに基づいて、６０歳定年を基盤と

した６５歳までの継続雇用の推進、再就職の推進、

定年退職後等における臨時・短期的な就労の場の

確保等の総合的な雇用対策を推進している。その

ほか高齢者の能力開発の助成策もとられている。

その一つは企業内の能力開発の助成であり、事業

主には教育訓練費用等の一部を「生涯能力開発給

付金」１８）として助成している。そこで、第２章３

は、我が国の中小企業に働く高齢者の雇用実態を

中心にそのあり方についてとりあげてみたい。

第２章 高齢労動者に関する国際比較研究

１ カナダの事例研究

デビッド・K・フートとケビン・J・ギブソン

の「カナダ労働力の高齢化問題一その人口と試

練」１）とリーン・マクドナルドとメルビン・Y・T

・チーエンの「若年層人口の減少と退職者の増加

―高齢労働者と逼迫する労働者不足」２）をここで

紹介したい。

この２つの論文は、１９９４年、ビクター・W・マー

シャールとベリー・D・マックフアーソンによっ

て編纂された『高齢化－カナダにおける展望』の

なかに収録されたものである。

前者の論文は、カナダ労働力の将来について考
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える場合、高齢労働者の再教育や再訓練の問題は

重要であるとし、また、労働力人口の変化、とり

わけ若年労働力の減少等は注目すべきであるとし

ている。

後者の論文は、カナダの経営者ならびに政府の

政策決定者は、現状の労働力内容の変化、例えば

労働者の早期退職の実情等を分析し、ここでは、

とりわけ高齢労働者の仕事内容について改善の必

要性があることを指摘している。

以上の２つの論文は、高齢労働者の再教育と再

訓練問題そして早期退職の問題と仕事内容の改善

問題を取リ上げている。そこで、まず、カナダ労

働力の高齢化問題の論文からみていくことにしよ

う。

この論文は戦後のカナダにおける労働力の増大

について、これは、１９６０年から１９７０年の１０年間に

みられた大規模なベービブームがその原因である

とし、これらの人口が、労働力として参入してき

た時、多くの失業を生み出したが、この期間の経

済成長がこれをカーバーしたことを説明してい

る。しかし、次に来た労働力の低率化傾向と高齢

化現象は、カナダの労働市場における新たな試練

をもたらし、これを３つの期間から、すなわち、

１９７０年代から８０年代と１９９０年代にかけての概観

と、そして将来を示唆する点を含めて説明する。

まず、１９７０年代から同８０年代にかけては、１９７１

年からさらに９１年の長期にわたる労働力人口比率

を考察しながら、そこでの著しい労働力の低下傾

向、すなわち、１９７１年から同８１年の１０年間は３．２％

の高い成長率であったが、次の１０年間の１９８１年か

ら同９１年では１．５％と前１０年間に比べてその半分

にも満たない点をとりあげ、この原因はインフレ

の影響と失業の増加によるとしている。しかし、

その一方、女性労働力のパートタイマーとしての

参画やその増加化、そしてカナダ労働力全般にわ

たる教育の向上は雇用へのチャンスの促進につな

がったと指摘している。

次の１９９０年代と将来については、とりわけ、高

齢化現象の影響がカナダ労働力のより一層の高齢

化現象を生み出し、この対応が今日緊急に迫られ

ていること。そして、将来の問題としては、高齢

労働者としてのキャリアの受け入れ等の問題と高

齢労働者の職業訓練の問題、その訓練しだいでは

若年層よりもよい結果がえられるのではないかと

し、また、その一方、現存の組織上の雇用制限条

項や経営者の高齢者排除の問題にふれながら、高

齢労働者の再教育や再訓練の諸問題は将来につな

がる最大にして重要な課題であると述べている。

次に、後者の、若年層人口の減少と退職者の増

加の論文についてふれる。この論文の論点は、前

者の論点と同じく高齢労働者の労働システムへの

受け入れ問題にあるといってもよい。ここでは高

齢労働者についての人々の意見の相違が高齢労働

者の受け入れを可能するかという問い３）からはじ

めている。

すなわち、労働力不足と高齢化の傾向は、疑い

もなく今日のカナダの緊急の課題であること。そ

して、労働市場の将来については、次の２つの視

点をあげて説明している。第一の視点は現実的な

労働力の不足ともう一つは高齢退職者の就業に関

する様々なニーズの側面の検討にあるとする。こ

れらの問題は非常に複雑で困難な点があり解決は

困難ではあるが、カナダ社会の現状としては雇用

を延長させる力が小さいことが、（この点、我が

国の雇用延長とは異なる）今後の再検討を要する

点であると述べている。

また、筆者らは、１９４６年から１９９１年までの４５年

間の５５歳から６４歳までと６５歳以上の男女の労働力

人口比率の例をあげ、そのなかで、男子労働力人

口比率の急激な低下傾向をあげながら、この原因

は労働者の早期退職にあると述べ、これらの実態

の解明と検討は必要であると説明している。

さらに、論文では、高齢労働者は健康的で、活

動的、生産的であることが、彼らを労働の世界に

さらに引きとどめているとも説明している。すな

わち、将来、経済界の特定の分野では、熟練労働

者が必要とされるかぎり、彼らはおそらく働き続

けることを望み、そして退職をのばすであろうと

している。また高齢労働者にとって有用な仕事が

あるかぎり、彼らは、小企業で主体的な役割とし

て位置づけられるならば、その経験は本人にとっ

て仕事への興味につながるであろうし、そして、

満足も得られ易いと言う。

このような、比較的、制約の少ない小企業での

仕事は、役割に柔軟性があり、彼らが好む仕事が

できやすいという理由から多くの高齢労働者に
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とってはプラスの側面になるだろうとも述べてい

る。

また、中小企業や中規模の企業で高齢労働者を

雇用する場合の問題についてもふれ、堅固な官僚

制機構を持つ大企業に比べて、中規模企業では、

その問題の困難性はきわめて小さいことを指摘し

ている。そして、より多くのフレックスタイムや

パートタイム労働力の利用や家族への支援プログ

ラム等の導入は、仕事と家族に対しよりよい影響

を与えるであろうし、とりわけこのことが女性の

高齢者にとって働き続けることを可能とするとし

ている。また、経済的に働くことが必要な場合、

国の施策に頼らず、例えば自分自身の方法で家計

の不足を補うことのように、高齢労働者が自由に

働き続けることができれば、退職者をもう一度職

場に復掃する誘因４）ともなるであろうと説明す

る。

しかしながら、その一方、高齢労働者を仕事の

面から逃避させる力はいまだに多く、例えば昔か

らの古いサービス業でみられる劣悪な労働条件の

仕事は、今日多くの高齢労働者を引きつけること

はないが、なかでもこのような仕事の代表者とも

言われた女性労働者にとっても特にそうであろう

と述べている。

また、かつて、失業者であった高齢労働者の過

去の経験では、企業の求める技能を持ち合わせて

いないという理由だけで、新しい仕事を見つけ出

すことを難しくしているとし、その結果、彼等は

完全なリタイヤーとなっている。これらのことか

ら、今日のカナダの州施策は、高齢者の再訓練や

カウンセリング等を通して仕事に向けての援助を

行なう POWA法５）（The Program for Older

Worker Adjustment）による高齢者調整プログ

ラムを推し進めている。

また、このプログラムでの再訓練等は国の雇用

戦略の一部分という意味だけでなく、むしろ早期

退職者や失業者の仕事を求めることへの手助けに

なるものであるとしている。しかしながら、カナ

ダ人の多くは以然として、早期に退職することを

望み、この早期に退職することを望むことが労働

力に復帰させようとする施策目的の最大の障害と

なっていると説明している。

このようにこの論文では高齢労働者を労働力と

して再組織化することについて、カナダの社会的

変化を背景として検討がなされており、我が国の

これからの高齢労働者の労働システムへの再組織

化問題について大いに参考になるものである。

最後に、カルガリー大学の P・リーン・マクド

ナルド教授と R・Aウォナーらの早期退職に関す

る論文６）についても触れておこう。ここでは、１９６０

年代の早期退職者の増大の原因として、６５歳以前

の男女について、それは社会的・経済的要因によ

るものとしている。そして、１９７３年の研究では、

早期退職者は独身男性と比較的高い学歴でありな

がら経済的余裕のない既婚女性であるとし、この

ような点から早期退職者は男女間で異なるが、女

性は労働市場では依然として低い地位にあること

が問題であると指摘している。

以上のように様々な研究については、これらの

研究内容と同じではないが、拙著、高齢化社会と

労働問題のなかで、我が国の退職パターンの研究

として、高齢者雇用開発協会の「定年到達者のキャ

リア・パタンと引退過程」を紹介した。今後、我

が国の場合の高齢者雇用問題の検討について以上

の諸研究は重要であると考えられる。

２ 日米比較の事例研究

ここでは、野口悠紀雄とデービット・ワイズ編

『高齢化の日米比較』の論文１）を取り上げる。こ

の取り上げる理由は、高齢者の労働参加と退職行

動、経済的地位、医療問題に関する基礎的な研究

がこの論文に多くまとめられている点とこの日米

比較の高齢化研究結果から驚くほど多い類似点等

が両国の間で指摘されており、これらの諸点が本

研究にとって非常に役に立つと考えたからであ

る。

編者によると、次の２つの点が最大の関心事と

して取り上げられている。すなわち、その１つは、

高齢者の持つ経済的問題であり、今１つは、社会

の高齢化に伴う経済的対策である。前者は、現在

の高齢者の経済的地位と、後者は、人口の高齢化

から生ずる高齢者人口の変化と高齢化のために生

ずる社会的軋轢を扱っている。そして、今日の高

齢者の経済的安寧２）に対して関心が高まりつつあ

ることがこの論文のなかでうかがわれる。この高

齢者の経済的安寧の問題に関しては、高齢化の論
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点としては、今日の我が国の場合、政治経済学的

な観点から多く論議されてきている。

さて、この論文を通覧するかぎり、日本の研究

報告者がその論議の根拠としているのは、厚生省

人口問題研究所３）の数字、例えば、６５歳以上の老

年人口の総人口当りの比率や総務庁の１９９５年にお

ける国勢調査速報集計４）、たとえば、その比率は

１４．８％、国民 l人当り７人に l人が６５歳以上の高

齢者であることなどがある。

そして、これらの結果を踏まえて、我が国の高

齢化現象に対応する多くの公的政策の必要性が説

明５）されている。その具体例としては、労働への

参加６）、社会保障費用への調達、高齢者の住宅問

題、更に高齢者医療などでこれらが政策実現への

道を歩んでいる。

一方、アメリカの高齢者の労働力化の傾向とそ

れに関する説明としては、本書第１章のロビン・

L・ラムスデインとデービッド・A・ワイズの論

文に詳しく述べられている。すなわち、アメリカ

では、６０歳以上の男子労働力率は、１９３０年代終わ

り頃から下がり始め、この低下傾向は現在も続い

ているが、この主な理由としては、政府の社会保

障制度と民間の年金制度の導入によっていること

が明らかにされている。要するに、人の寿命はま

すます長くなるのに、非労働化の期間は、ますま

す早くなっているのである。この傾向はよく指摘

されるような個人の貯蓄とは関係がなく、むしろ

政府が退職後の社会保障の給付を約束し、雇用主

が年金制度を通じて、自社の被雇用者のために貯

蓄していることによると言われている。

我が国の場合は、近年、問題となっているのは、

いわゆる公的年金制度である。拙著、高齢化社会

と労働問題では、高齢者と公的年金制度の問題に

ついては取り上げあげていない。しかし、清家篤

と島田晴雄によると、我が国高齢者に対する政府

の公的年金制度による影響分析は、今後、必要と

のことである。すなわち、現在、アメリカの場合

と同じく日本の高齢者の労働参加率も減少してい

る。現在、比較しうるかぎり日本はアメリカの約

２倍（アメリカの場合、１７％、日本の場合、３７％）

となっているが、我が国の近年の公的年金制度の

充実化により、政府の公的年金制度は大きく貢献

していると言われ、この傾向はアメリカの場合と

同じと言われている。

しかし、日本の労働市場においては、雇用主は

各年齢層の人員確保を計っており、高齢者よりも

若年労働者を選好する傾向が指摘されている。こ

の傾向は、求人倍率が年齢別に違いを見せている

ことにも表れている。ではなぜこのような顕著な

違いがあるのだろうか。経営者は高齢者を避けよ

うとしているのだろうか。もしそうならばその埋

由についてどのような内容か。これは、高齢労働

者が高賃金をとるわりに、生産性という点ではそ

れほど貢献していないと理解されているからであ

ろうか。経営者からみると、若年労働者に比べて、

高齢労働者からは人的資本の回収が難しいからな

のか。また、定年制度のような制度的な要因のた

めであろうか。各年齢層の雇用機会の配分には、

経済的、制度的な要因が関与しているのであろう

か。このように、基本的には、様々な疑問が提起

されている。

高齢者労働の需給バランスを保つための政策手

段を政府は２つ持っていると言われる。lつは社

会保障のような公的給付である。労働供給行動に

関する多くの研究によると、公的給付を多くする

ほど高齢者の労働供給が低下するということが示

されている。今 lつは、雇用促進対策である。即

ち、我が国政府はこれを２つの政策手段によって

高齢者の雇用を推進しようとしている。１つの手

段は高齢労働者を雇用した経営者に対し公的な援

助をするものである。これに対し、２つ目の手段

は、法やガイドラインによって経営者の行動をコ

ントロールしようとするものである。

我が国の経営者および人事担当者は、高齢労働

者よりも若年齢労働者を中心に雇用しようとして

いるという指摘については、前述の拙著のなかで

も言及しているが、今日では、むしろ上記の多く

の疑問点や公的年金給付の問題などの方が顕在化

しているように思われる。

そこで、以上検討した種々の観点から、筆者は

これを３つの研究領域にまとめてみた。すなわ

ち、

�公的所得保障が高齢労働者の労働供給に与え
る影響について。

�経営者の行動変化の結果、将来、高齢者の雇
用機会が増加するであろうかということにつ
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いて。

�政府の雇用政策が実際に高齢者の雇用機会の
分布を変化させたり、雇用を創出したりする

ために影響の力を持つのかということについ

て。

最後に、現在、計画されている公的年金制度は、

年金受給者の増加とともに、給付水準を抑制する

こととなり、それは同時に、高齢者の労働供給を

増大させよう。そして、高齢者に対する雇用機会

を本格的に拡大させることが自他の流れとなると

思われる。また、年金給付の収入制限は、高齢労

働者にとってパートタイムの雇用機会等は重要な

ものとなる。このようにみてくると、高齢者の雇

用政策と年金政策の問題は、公的年金が就業行動

に与える影響から相互に関連しあっていると思わ

れる。そして、政府の政策効果と社会や経済のニー

ズを受け入れた企業の対応にすべては依存してい

るとも考えられる。

３ 我が国中小企業団地協同組合の事例研究

ここでは、１９８５年９月、筆者が行なった「高齢

労働者の労働問題に関する調査」を紹介する。こ

の調査は、高齢化社会における労働問題を中心に

基礎データを収集することを目的として行なわれ

たものである。この調査内容はケーススタディ（事

例研究）であり、定年後の生活のイメージ１）や高

齢労働者の定年退職に対する考えと処遇問題につ

いての分析を試みたものである。また、ここでの

高齢者は、第１章１にふれたように、心身ともに

健康で就業可能な人、つまり働く意思と能力のあ

る５５歳以上もしくは６５歳以上の人で、しかも我が

国の産業社会を支えてきた高齢者は少なくないこ

とを想定している注１）。さらに、１９９６年４月に新

しく実施し、次号８６号で紹介する『高齢化社会に

向けてあるべき人事管理を考えるための基礎調

査』は、１９８５年の調査と同じく中小企業に働く高

齢労働者に関する処遇問題について検討した調査

で姉妹編でもある。

ａ 枚方企業団地協同組合の概要

１９５５年以降、中小企業政策の一環として、各地

に企業団地がつくられ、この枚方企業団地２）は

１９６５年から大阪府によって造成分譲され、約５０社

（１９８５年調査時点）の企業がここに製造拠点をお

いた。年間売上高１３００億円、従業員総数約４０００名

の機能集団として発足した。団地のスペースは、

約２５万坪（８３万m２）、京阪を結ぶ国道、高速道路

に近くに位置し、「都市型産業」の一つのありか

たとして、全国の注目を集めた。

１９７０年、団地内の企業５０社は協同組合を結成

し、それまでの大阪府の管轄をはなれて、自主的

に企業団地全体の運営にあたることになった。組

合の約款では、共同施設の管理やセンタービルの

運営はもとより、日常消耗品などの共同購入、特

に経営や技術に関する情報提供や教育活動などを

主な事業としている。

ｂ 調査対象企業Ｆ社の概要と単純集計

まず、調査対象の会社概要について述べる。最

初に、なぜこの企業団地協同組合のなかから１社

だけを選出したかという点について触れておこ

う。その主たる理由は、大阪府中小企業指導セン

ターの直接の紹介にもよるが、今回の調査では製

造業１社だけにしぼり、悉皆調査することがその

目的であった。そして、約３０社ある製造業のなか

で、この会社は当該企業団地の幹事会社であった

こと。さらに、高齢労働者の雇用率が他の製造業

よりも高かったことによる。会社名は�福井製作
所であるが以下では F社とする。この F社はボ

イラー、コンプレッサー、ポンプ安全弁を製造し、

創業は昭和１１年、設立昭和２３年１２月、資本金 l億

円（１９８５年現在）、総従業員数１４４名、調査対象者

は３５歳以上からの男子従業員で、その内訳は製造

職２９、技術職１３、営業職１０、事務職９、その他２

の計６３名である。調査方法はこの６３名全員に調査

票を配布、有効回収率は６１名の９６．８％、さらに、

高齢者問題についての自由回答を製造、事務、営

業、技術の各部門の課長、係長、主任クラスの計

４名からえられた。

調査項目は、高齢者本人の仕事感と会社・同僚

に対する満足度、現在の生活の満足度、定年退職

にそなえて行なうべきこと、人事管理と高齢者活

注１）拙論「高齢者の就業問題」７０頁。倉田和四生／浅野 仁編著『長寿社会の展望と課題』１９９３年。ミネルヴァ
書房
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用について、定年後の生活イメージについて、会

社の高齢者対策等についてである。分析は単純集

計とクロス集計、そして、年齢を外的基準とした

林数量化理論第�類の判別分析を行なった。以下
はこの調査からえられた結果について述べる。

現在の仕事感については、自分の能力が発揮で

きるとする者が全体の６６．７％、７割弱を占めてい

る。また、会社に役立っているは８割を超え、会

社での本人の仕事に対する評価は４割の４５．８％、

仕事満足度は半数の５０％、会社に対する満足度は

５０．８％である。同僚に対する満足度は３７．３％であ

る。（表１）

現在の生活等については、くらしむきは４０％が

満足、健康状態は５３．３％を超える人が満足してお

り、住居は４９．２％が満足感をいだき、職業人とし

ての誇りは５０．９％である。レジャー活動の満足は

３３．９％、家族との人間関係は５６．１％が満足感をい

だいている。そして、生活全体満足感をいだく者

は全体のは５７．６％である。以上のように、健康状

態も良く、また職業人としの誇りも高く、生活全

体満足感の高い高齢労働者の姿がみうけられる。

（表２）

上のような高齢労働者の働く意識について、次

に６０歳を超えても働けるとする者が５７名で全体６１

名の９３．４％を占めている。また、労働条件に配慮

を加えれば働けるとする者、５８人の９８．３％であ

る。そして、普通に働けると思われる年齢は、６０

歳から６４歳まで働けるとする者は４０人の６９％、６５

歳以上が１８人の３１％であった。労働省の加齢と職

業能力に関する調査研究と同じ結果であり、労働

条件等に配慮すれば６０歳から６４歳まで働けるとす

る結果がみうけられた。（表３）

次に、定年退職にそなえて行うべき事柄につい

て調べたところ次の様な結果がえられた。定年退

職にそなえて行うべき事柄の３位までの結果（多

重式回答で２つまで）をみると、１位は貯えであっ

て２４人の３９．３％、２位は健康管理に気をつけると

する者１７人の２７．９％、３位は次の仕事にそなえて

資格をとるとする者１６人の２６．２％であった。多く

の人が経済的な事柄や自分の健康、そして将来を

考えての資格の取得（総務庁の調査結果もこの点

をあげている。１９９５年）等をあげ、高齢労働者が

自分達の先々の生活のことを考えている側面がみ

られた。（表４）

次に定年退職後の生活についての質問では、す

ぐ次の仕事につくというものが全体の５０％、何ら

かの仕事につくとする者３５％で、これらの人に仕

事の内容を聞いたところ、１ 常勤として働く、
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２８人（５２．８％）、２ 非常勤、パートの仕事をす

る、１６人（３０．２％）、３ 自営業や内職の仕事を

する、４人（７．５％）という同数の結果がえられ

た。このように、何らかの形で、仕事につきたい

という人が多いという結果がうかがえる。次に、

仕事につく理由としては、１位 健康によいから

１６人（２９．６％）、２位 働けるうちは働いていた

いからと働かざるをえないからは同数の１３人

（２４．１％）、３位 仕事をする自信があるから７人

（１３％）であった。このように、健康や仕事に対

する自信がうかがえるものとなっている。（表５）

人事管理の問題については、l 多くの部門を

経験させるためとする者、５５．９％、２ 専門知識

をたかめるため、同一部門に長くおく３２．２％で

あった。このことから、従業員はゼネラリスト型

の人事管埋を考えていることがわかる。（表６）

中高年対策について重視することの結果を３位

まででみると、１位は能力開発、再教育訓練する

ことによって能力の改善を計るべきとする者

３１．７％、２位 再就職のあっせんをするとする者

２８．３％、３位 生活の指導や教育による改善を計

るべきとする者２０％であり、高齢労働者に対して

教育や再就職のあっせんをのぞむ姿がみうけられ

た。（表７）これらの点については次号８６号でさ
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らに検討の予定である。

職務遂行能力に必要なものはという問いに対し

て同じく３位までの回答は、１位 企画力・判断

力とする者４３．３％、２位 知識・理解力とする者

３１．７％、３位 他人との協調性が必要とする者

１０％で最も必要と思われるものとして高齢労働者

の能力に適したものをあげている。（表８）

定年後の生活のイメージについて、どちらとも

いえないをのぞいてみると、かなり明るい８．６％

とやや明るい２９．３％の合計が約３８％、一方、暗い

ではやや１７．２％とかなり１０．３％と非常に１．７％の

合計が２９．２％となっている。定年後の生活につい

てはやや暗いイメージもうかがえる結果となって

いる。（表９）

会社の高齢者対策について、企業年金制度で

は、どちらともいえないをのぞいてみると、企業

年金制度に満足する者１８．７％、不満とする者

５９．３％、また、会社の定年年齢（５５歳）に満足す

る者約２０％、不満とする者４８．４％、再就職のあっ

せんに満足するという者６．９％、不満とする者

６０．４％であり、特に、企業年金制度への不満や高

齢労働者の再就職あっせんについて、会社の取り

組み方に不満を抱いている者が多い結果となって

いる。（表１０）

ｃ マルチ レスポンス（多項目選択質問）集

計

勤労者本人が自分の定年退職にそなえて行なう
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べきものの３位までをみると、１位 貯金や株券

を買って貯えをする３９．３％、２位 スポーツや禁

煙等の健康管理をする者２７．９％、３位 何らかの

資格を身につけておく２６．２％である。このように

経済的要因と健康的要因そして資格取得といった

要因をあげている。（表１１）

ｄ クロス集計

表１２は、年齢別にみた定年退職にそなえて行う

べきことのクロス集計結果である。これをみると

３０、４０、５０歳台ともに貯金とする者が最も多く、

次いで、３０歳台では趣味等、４０歳台はスポーツ、

５０歳台は年金となっている。

次に、表１３は高齢労働者の職務遂行能力につい

てであるが、その結果は１位 企画力・判断力、

８８．０％、２位 知識・理解力、６４．４％、３位 他人

との協調性、２０．４％となっている。

表１４は、年齢別にみた職務遂行能力とのクロス
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表で、３０、４０歳台は企画力・判断力をあげ、５０歳

台は知識・理解力と企画力・判断力がそれぞれ

に、３人に１人の割合となっている。高齢労働者

の持つ経験等をあげた結果となっている。

ｅ 年齢を外的基準とした林数量化理論第�類
の判別分析

この分析では、高齢労働者の就業行勤にどのよ

うな要因が影響をあたえているかについて考察す

るものである。高齢労働者の就業行動について

は、すでに拙著３）でも指摘したように、労働内容

や経済的要因の影響があることを示したが、これ

らの分析結果から、高齢労働者の就業行動に影響

を与えている要因を経済的要因と労働内容の要因

であることを作業仮説とする。そこで、ここでは

できるだけ客観的に高齢者の就業行動と年齢の関

係をインテンシブ（集中的に）にみるために林数

量化理論�類の判別分析を行った。
図１は年齢別の累積度数グラフである。これは

サンプルスコアの度数分布で従業員合計６１人が各

アイテムのどのカテゴリー、選択肢に反応したか

によって算出された個々の得点を最高点（３．０２）

と最低点（－３．８２）との間を５０等分したときに、

夫々の間隔内に何人の得点者がいるかを３５歳から

４９歳までのグループと５０歳から５４歳までのグルー

プごとに示したものである。これをもとに、その

判別的中力を概算したものである。

これによると、左側にタイプ２、右側にタイプ

１がふるい分けられており、この３５歳から４９歳ま

でと５０歳から５４歳までの２つのタイプの判別的中

率は７１％、判別境界点は－０．１９で、この２つのタ

イプのふるい分けがまずまずのものと考えられ

る。

次に、表１５は、判別分析の結果、図２は、その
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年齢別の要因分折結果である。表１５によると、相

関比は０．２８７で、判別力としてはよい方と思われ、

このことは、年齢としての外的基準を１０個の説明

変数で約２９％説明できることを示している。

次に、図２の要因分折から３５歳から４９歳までの

従業員に作用するものをカテゴリー・スコア（以

下スコア）からみると、Q０１０２の仕事が会社に役

立っているか否かのどちらともいえないを除いて

そう思わないが０．７３と最も高く、次いで Q０１０１

現在の仕事、能力発揮ができるのスコアが０．３４

と、そして F０３入社経路、職安等の斡旋のスコア

が０．３０、Q０８人事管理の問題、同一部門に長くが

０．２２と続き、Q０３６０歳を超えても働く自信がある

のスコアが０．２０、Q０９中高年者対策では、会社に

再就職の斡旋を希望が０．０８となっている。

一方、５０から５４歳までの従業員は、Q０３６０歳を

超えても働く自信の働けないのスコアが－２．８９と

最も高く、ついで Q０１０１現在の仕事、能力発揮

ができないが－１．６０と続き、F０４会社勤務年数の

l年未満のスコアが－１．２７、Q０１０２自分の仕事が

会社に役に立つが－０．４３となっている。

以上のことから３５歳から４９歳までの従業員は仕

事が会社に役立っているかについてはそう思わな

いとしながらも、仕事の上では能力発揮ができ、

職安等の経路で入社し、中高齢労働者の活用のた

めには、同一部門に長くいることを望み、そして、

６０歳を超えても働く自信を示し、会社に対して再

就職の斡旋を希望していることになる。

これに対して、５０歳から５４歳までの従業員は、

６０歳を超えても働く自信がなく、現在の仕事にお

いても能力が発揮できずとしながらも、しかしこ

れらの人は入社年限は浅いが、自分の仕事は会社

に役に立つているとしている。

このようにこの年齢別の分析からは、また説明

変数の影響率の順位でもみられるように、自分の

仕事が会社に役に立つが２６．５％で最も高く、次い

で６０歳を超えても働く自信が２６．３％とほぼ同率で

あるところから、仕事が会社に役に立つかどう

か、また６０歳を超えても働けるかどうかという点

が判別の主たる要因になっていることがわかる。

この労働内容に関する要因については、さらに次

号で検討を進めることになろう。

ｆ 自由回答

定年制度や年金制度の充実といった高齢者問題

があげられている。（以下の自由回答は原文のまま）

図１ 年齢別の累積度数グラフ（全体）
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�定年延長、年金制度の充実
（製造職 主任 ４０歳 中学卒 勤務年数３０年）

�年金制度の確立で定年後の生活不安を無くし、
仕事は若者に譲り、趣味及び社会的活動を積極

的に生かせることを願っている。

（営業職 課長 ４９歳 高校卒 勤務年数３０年）

�中高年者の労働意欲をスムーズに受入れする環
境を作る必要あり。

（技術職 課長 ４９歳 大学卒 勤務年数２０年）

�定年後も同一会社で仕事が出来るよう法津的な
面も検討がほしい。

（技術職 係長 ４４歳 高校卒 勤務年数３０年）

最後になりましたが、本調査で用いた数量化理

論第�類等の手法は、１９８１年以来、社会学部教授、
遠藤惣一、西山美瑳子両氏との共同研究『歯科医

師ならびに歯科患者に関する調査』で用いたもの

である。これらの手法の方法や分析等について

は、両氏から数多くの助言を得た。また、遠藤惣

一教授は、われわれの調査研究の指導的立場に

あった。定年を境に異なる職場となったが、ここ

に、これまでのご苦労に対し感謝を申し上げ、今

後の遠藤惣一教授のご健康とご活躍をお祈り致し

たい。
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An Empirical Study of an Aging Society
and Labor Problems (�)

ABSTRACT

This paper examines the labor problems of an aging society in Japan. Today’s eld-

erly have attained higher levels of education and are more numerous than in the

past, and the aged are becoming a major social force.

Consequently, the re-education and retraining of middle-aged and older workers

will assume greater importance in the future.
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